市様式第二号
全体計画認定に係る事前協議票
	太線の枠内を記入して、ご提出ください。
	受付日
	令和　　　年
　　　　月　　　日

	建築物名称
	

	申請者
	

	申請地
地名地番
	名古屋市


	認定基準等
チェック
	□　既存建築物が建築基準法令に違反していない
□　認定を受けようとする規定が既存不適格であり、増築等により遡及適用がある
□　認定を受けようとするやむを得ない理由がある
※　「全体計画認定の運用基準」には必ず目を通してください。

	担当者連絡先
	
	電話
（携帯可）

	添付図書
	□　部数　（□　正本　　□　副本　　□　副本（消防用））
□　認定申請書（法規則第六十七号の三様式）
□　認定概要書（法規則第六十七号の四様式）
□　意匠図（付近見取図、配置図、平面図、立面図、断面図、求積図等）※工事毎

□　設備図（認定に係る部分）※工事毎
□　構造図・構造計算書（認定に係る部分）※工事毎
□　全体計画認定に係る既存不適格調書（市様式）（□　ガイドライン調査の結果）
□　既存建築物の法適合性を証する書類（□　確認済証　　□　検査済証）
□　申請理由書（市様式）
□　事業資金計画書（自由書式）（申請理由が事業資金に係るもの）
□　委任状（自由書式）（認定申請を代理人が行う場合）
□　構造計算適合判定通知書　法第20条について認定を受ける場合　※対象建物毎

（その他）


	関係局意見
	

	備考
	

	供覧
	建築審査課長
	
	建築審査担当
	課長補佐
	
	担当者
	


